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○綾部市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱 

平成23年３月25日告示第15号 

改正 

平成24年５月21日告示第91号 

平成26年３月27日告示第34号 

平成27年12月８日告示第173号 

平成28年９月29日告示第131号 

令和４年３月25日告示第34号 

令和５年３月27日告示第54号 

令和５年７月19日告示第159号 

綾部市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地球温暖化対策として自然エネルギーの普及促進を図るため、市内に住宅用

太陽光発電システムを設置した者に対し、その設置に要する経費の一部を予算の範囲内において

補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第１条の２ この要綱において「住宅用太陽光発電システム」とは、次の各号のいずれにも該当す

るものをいう。 

(１) 住宅敷地内の建築物の屋根に設置する太陽光発電システムのうち、設置される住宅に電気

を供給するもので、電力会社の配電線と余剰配線（発電した電気のうち住宅内の電力消費に充

ててもなお余る電気を電力会社に送電することを可能とする配線構造をいう。）で連系するも

の又は発電した電気を全て自家使用するものであること。 

(２) 太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力の合計（単位はキロワ

ットとし、小数点以下２位未満は、切り捨てるものとする。以下同じ。）又はパワーコンディ

ショナの定格出力が10キロワット未満であること。ただし、増設等の場合においては、既設分

を含めて10キロワット未満であること。 

(３) 未使用品（中古品及び移設されたものを除く。）であること。 

（補助金の交付対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも

該当するものとする。 
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(１) 自ら居住し、若しくは居住しようとする市内に存する住宅に住宅用太陽光発電システムを

設置した者又は自らが居住するために住宅用太陽光発電システムが設置された市内に存する住

宅を購入した者 

(２) 住宅用太陽光発電システムを対象とする電力受給契約を電力会社と締結した者で、受給開

始日から６月以内のもの（発電した電気を全て自家使用する場合にあっては、住宅用太陽光発

電システムの利用開始日から６月以内のもの） 

(３) 市町村税を滞納していない者 

（補助金の額等） 

第３条 補助金の額は、住宅用太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力

の合計に、30,000円を乗じて得た額とし、120,000円を限度とする。ただし、その額に1,000円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付は、１人１回限りとする。 

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、綾部市住宅用太陽光発

電システム設置費補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて市長に提出しなければ

ならない。 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、交付の可

否を決定し、綾部市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第

２号）により、申請者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第６条 市長は、補助金の交付申請を行った者が虚偽の申請その他の不正な手段により補助金の交

付決定を受け、又は補助金の交付を受けたときは、その決定を取消し、又は既に交付した補助金

の全部又は一部を返還させるものとする。 

（管理等） 

第７条 この要綱による補助金の交付を受けた者は、住宅用太陽光発電システムをその法定耐用年

数までの期間、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の目的に従ってその適正

な運用を図らなければならない。 

（処分の制限） 

第８条 この要綱による補助金の交付を受けた者は、市長の承認を受けずに住宅用太陽光発電シス
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テムの法定耐用年数の期間内において処分してはならない。 

（協力） 

第９条 市長は、この要綱による補助を受けた者に対し、必要に応じて住宅用太陽光発電システム

に関する資料の提供その他の協力を求めることができる。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成23年４月１日から施行し、同日以後に国が行う住宅用太陽光発電導入支援対策

費補助金の交付の決定を受ける太陽光発電システムの設置に係る補助金から適用する。 

附 則（平成24年５月21日告示第91号） 

この告示は、平成24年７月９日から施行する。 

附 則（平成26年３月27日告示第34号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に、国が定めた住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金に係る補助事業

者として採択された事業者から補助金の交付を受けて太陽光発電システムを設置した者について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成27年12月８日告示第173号） 

この告示は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の施行の日から施行する。 

附 則（平成28年９月29日告示第131号） 

この告示は、平成28年９月29日から施行する。 

附 則（令和４年３月25日告示第34号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月27日告示第54号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年７月19日告示第159号） 

この告示は、令和５年７月19日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 

 


